
【様式第1号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 金額 科目名 金額

【資産の部】 【負債の部】

  固定資産 112,925,245   固定負債 60,605,726

    有形固定資産 108,358,201     地方債等 41,516,276

      事業用資産 39,228,647     長期未払金 -

        土地 18,708,831     退職手当引当金 4,245,191

        土地減損損失累計額 -     損失補償等引当金 -

        立木竹 7,396     その他 14,844,259

        立木竹減損損失累計額 -   流動負債 5,597,531

        建物 54,514,169     １年内償還予定地方債等 4,338,936

        建物減価償却累計額 -35,197,445     未払金 404,863

        建物減損損失累計額 -     未払費用 -

        工作物 1,494,682     前受金 8,908

        工作物減価償却累計額 -450,992     前受収益 -

        工作物減損損失累計額 -     賞与等引当金 439,413

        船舶 -     預り金 305,396

        船舶減価償却累計額 -     その他 100,016

        船舶減損損失累計額 - 負債合計 66,203,258

        浮標等 - 【純資産の部】

        浮標等減価償却累計額 -   固定資産等形成分 114,338,175

        浮標等減損損失累計額 -   余剰分（不足分） -60,050,296

        航空機 -   他団体出資等分 10,000

        航空機減価償却累計額 -

        航空機減損損失累計額 -

        その他 -

        その他減価償却累計額 -

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 152,005

      インフラ資産 68,544,266

        土地 6,370,438

        土地減損損失累計額 -

        建物 1,659,078

        建物減価償却累計額 -680,612

        建物減損損失累計額 -

        工作物 105,234,367

        工作物減価償却累計額 -45,619,486

        工作物減損損失累計額 -

        その他 5,250,474

        その他減価償却累計額 -3,961,366

        その他減損損失累計額 -

        建設仮勘定 291,372

      物品 1,659,947

      物品減価償却累計額 -1,074,658

      物品減損損失累計額 -

    無形固定資産 1,802,727

      ソフトウェア 27,870

      その他 1,774,856

    投資その他の資産 2,764,317

      投資及び出資金 38,393

        有価証券 -

        出資金 38,393

        その他 -

      長期延滞債権 3,520,199

      長期貸付金 21,672

      基金 1,428,624

        減債基金 -

        その他 1,428,624

      その他 925,050

      徴収不能引当金 -3,169,621

  流動資産 7,575,891

    現金預金 5,298,838

    未収金 926,523

    短期貸付金 -

    基金 1,412,930

      財政調整基金 1,174,905

      減債基金 238,025

    棚卸資産 8,198

    その他 86,463

    徴収不能引当金 -157,061

  繰延資産 - 純資産合計 54,297,879

資産合計 120,501,137 負債及び純資産合計 120,501,137

連結貸借対照表
（平成30年3月31日現在）



【様式第2号】

会計：連結会計 （単位：千円）

連結行政コスト計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

  経常費用 45,956,704

    業務費用 19,750,663

      人件費 6,604,840

        職員給与費 5,442,409

        賞与等引当金繰入額 434,599

        退職手当引当金繰入額 272,936

        その他 454,897

      物件費等 8,849,461

        物件費 3,994,085

        維持補修費 382,714

        減価償却費 3,757,494

        その他 715,168

      その他の業務費用 4,296,362

        支払利息 686,306

        徴収不能引当金繰入額 2,913,680

        その他 696,375

    移転費用 26,206,042

      補助金等 5,286,444

      社会保障給付 20,738,780

      その他 79,554

  経常収益 14,058,549

    使用料及び手数料 3,572,639

    その他 10,485,910

純経常行政コスト 31,898,155

  臨時損失 105,305

    災害復旧事業費 34,997

    資産除売却損 69,999

    損失補償等引当金繰入額 -

    その他 309

  臨時利益 151,940

    資産売却益 57,166

    その他 94,774

純行政コスト 31,851,521



【様式第3号】

会計：連結会計 （単位：千円）

科目名 合計 固定資産等形成分 余剰分(不足分) 他団体出資等分

前年度末純資産残高 52,867,799 123,651,246 -70,793,446 10,000

  純行政コスト（△） -31,851,521 -31,851,521 -

  財源 33,304,473 33,304,473 -

    税収等 20,573,507 20,573,507 -

    国県等補助金 12,730,966 12,730,966 -

  本年度差額 1,452,952 1,452,952 -

  固定資産等の変動（内部変動） -2,121,231 2,121,231

    有形固定資産等の増加 2,280,231 -2,280,231

    有形固定資産等の減少 -4,150,842 4,150,842

    貸付金・基金等の増加 1,397,247 -1,397,247

    貸付金・基金等の減少 -1,647,867 1,647,867

  資産評価差額 1,334 1,334

  無償所管換等 -20,704 -20,704

  他団体出資等分の増加 - -

  他団体出資等分の減少 - -

  比例連結割合変更に伴う差額 -3,503 9,880 -13,383 -

  その他 - -7,182,350 7,182,350

  本年度純資産変動額 1,430,080 -9,313,070 10,743,150 -

本年度末純資産残高 54,297,879 114,338,175 -60,050,296 10,000

連結純資産変動計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日



【様式第4号】

会計：連結会計 （単位：千円）

連結資金収支計算書
自　平成29年4月1日
至　平成30年3月31日

科目名 金額

【業務活動収支】

  業務支出 39,737,431

    業務費用支出 13,531,389

      人件費支出 6,996,919

      物件費等支出 5,136,333

      支払利息支出 686,306

      その他の支出 711,830

    移転費用支出 26,206,042

      補助金等支出 5,286,444

      社会保障給付支出 20,738,780

      その他の支出 108,420

  業務収入 43,133,063

    税収等収入 20,135,673

    国県等補助金収入 12,366,032

    使用料及び手数料収入 3,453,652

    その他の収入 7,177,706

  臨時支出 35,306

    災害復旧事業費支出 34,997

    その他の支出 309

  臨時収入 7,115

業務活動収支 3,367,442

【投資活動収支】

  投資活動支出 3,108,020

    公共施設等整備費支出 2,107,725

    基金積立金支出 792,904

    投資及び出資金支出 -

    貸付金支出 7,392

    その他の支出 200,000

  投資活動収入 1,865,058

    国県等補助金収入 492,812

    基金取崩収入 1,050,481

    貸付金元金回収収入 7,465

    資産売却収入 114,300

    その他の収入 200,000

投資活動収支 -1,242,962

【財務活動収支】

  財務活動支出 4,336,343

    地方債等償還支出 4,336,326

    その他の支出 17

  財務活動収入 2,434,381

    地方債等発行収入 2,041,683

    その他の収入 392,698

前年度末歳計外現金残高 73,433

本年度歳計外現金増減額 25,596

本年度末歳計外現金残高 99,029

本年度末現金預金残高 5,298,838

財務活動収支 -1,901,962

本年度資金収支額 222,518

前年度末資金残高 4,978,637

比例連結割合変更に伴う差額 -1,346

本年度末資金残高 5,199,808
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重要な会計方針

１．有形固定資産等の評価基準及び評価方法										

　　開始時における有形固定資産等の評価は原則として取得価額とし、取得価額が不明なものは原則として再調達価額としています。

　　ただし、開始後については、原則として取得価額とし再調達は行わないこととしています。

　　また、物品については原則として取得価額または見積価格が50万円（美術品・骨董品は300万円）以上の場合に計上しています。			

２．有価証券等の評価基準及び評価方法										

　　①	出資金のうち、市場価格があるもの

　　　　会計年度末における市場価格をもって貸借対照表価額としています。

　　②	出資金のうち、市場価格がないもの

　　　　出資金額をもって貸借対照表価額としています。								

　　　　ただし、市場価格のないものについて、出資先の財政状態の悪化により出資金の価値が著しく低下した場合には、相当の減額を行うこととしてい

　　　　ます。

　　　　なお、出資金の価値の低下割合が30%以上である場合には、「著しく低下したとき」に該当するものとしています。									

３．有形固定資産等の減価償却の方法										

　　定額法により算定しています。ただし、連結対象団体の一部は定率法により算定しています。									

										

４．引当金の計上基準及び算定方法										

　　①	徴収不能引当金									

　　　　長期延滞債権、未収金、貸付金等の徴収不能に備えるため、徴収不能引当金を計上しています。									

　　②	賞与等引当金									

　　　　翌年度6月支給予定の期末・勤勉手当等について、それぞれ会計年度の期間に対応する部分を計上しています。		

　　③	退職手当引当金									

　　　　期末自己都合要支給額を計上しています。						

　　 									

５．リース取引の処理方法

　　　　ファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法に準じて会計処理を行っています（少額リース資産及び短期のリース取引には

　　　　簡便的な取扱いをし、通常の賃貸借に係る方法に準じて会計処理を行っています。）。									

６．資金収支計算書における資金の範囲										

　　　　現金（手許現金及び要求払預金）及び現金同等物（3ヶ月以内の短期投資等）を資金の範囲としています。					

　　　　このうち現金同等物は、短期投資の他、出納整理期間中の取引により発生する資金の受払いも含んでいます。									

７．その他財務書類作成のための基本となる重要な事項										

　　　　消費税等の会計処理は、税込方式としています。ただし、一部の連結対象団体（会計）については、税抜方式によっています。 	

８．その他連結財務書類作成のための基本となる重要な事項

　　　　連結対象団体（会計）間の繰入繰出額及び債権債務額等を相殺消去した金額で表示しています。

重要な会計方針の変更

　　　　該当する変更はありません。

重要な後発事象

　　　　該当する事象はありません。

偶発債務

　　　　該当する債務はありません。

追加情報

（１）連結対象団体（会計）

　団体(会計)名　　　　　　　　　　　　　　　区分                        連結の方法      比例連結割合

　水道事業会計　　　　　　　　　　　　　　　地方公営企業会計            全部連結        －

　下水道事業会計                            地方公営企業会計            全部連結        －

　国民健康保険特別会計　　　　　　　　　　　地方公営事業会計            全部連結        －

　介護保険特別会計                          地方公営事業会計            全部連結        －

　介護保険特別会計（介護サービス）　　　　　地方公営事業会計            全部連結        －

　後期高齢者医療特別会計                    地方公営事業会計            全部連結        －

　奈良県広域消防組合                        一部事務組合・広域連合　　　比例連結        6.3%

　奈良県後期高齢者医療連合                  一部事務組合・広域連合      比例連結        4.1%

　奈良県広域水質検査センター組合            一部事務組合・広域連合      比例連結        2.7%

　奈良県住宅新築資金等貸付金回収管理組合　　一部事務組合・広域連合      比例連結        4.2%

　山辺・県北西部広域環境衛生組合            一部事務組合・広域連合      比例連結       31.1%

　奈良県市町村総合事務組合                  一部事務組合・広域連合      比例連結        2.6%

　天理市開発公社                            第三セクター等              全部連結        －

　天理市社会福祉事業団                      第三セクター等              全部連結        －

 ①地方公営企業（事業）会計は、すべて全部連結の対象としています。

 ②一部事務組合・広域連合は、各構成団体の経費負担割合等に基づき比例連結の対象としています。

 ③第三セクター等は、出資割合等が50%を超える団体（出資割合等が50％以下であっても業務運営に実質的に主導的な立場を確保している団体を含みま

  す。）は、全部連結の対象としています。

（２）出納整理期間

　 地方自治法235条の5に基づき、出納整理期間を設けられている団体（会計）においては、出納整理期間における現金の受払い等を終了した後の計数を

  もって会計年度末の計数としています。

　 なお、出納整理期間を設けていない団体（会計）と出納整理期間を設けている団体（会計）との間で、出納整理期間に現金の受払い等があった場合は、

  現金の受払い等が終了したものとして調整しています。

注　記
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（３）表示単位未満の取扱い

　百万円未満を四捨五入して表示しているため、合計金額が一致しない場合があります。
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